
相馬市国土強靱化地域計画（事業計画）
※ 事業再掲は含まない

事業等の名称 概要 指標の名称 現状値 目標値 実施主体

木造住宅耐震診断者派遣事業 Ｈ３０年度 Ｒ１４年度

木造住宅耐震改修事業 84.90% 100%

Ｒ２年度 Ｒ１４年度

75.20% 100%

相馬市宅地耐震化推進事業 R4年度～ 事業継続
都市整備
課・建築課

Ｒ６年度 Ｒ１１年度

20% 70%

相馬市空家等対策計画 事業継続 事業継続 建築課

公園の維持管理
公園の巡視、点検、植栽
管理等整備

事業継続 事業継続 都市整備課

無電柱化の推進 国県要望等 事業継続 事業継続 都市整備課

道路法面の防護施設の整備 事業継続 事業継続 土木課

防災拠点を結ぶ体系的な道路
ネットワークの整備

常磐自動車道国道６号、
相馬バイパス国道１１５
号、相馬南バイパスの４車
線化の要望

事業継続 事業継続 都市整備課

市内の幹線道路網の整備 事業継続 事業継続 土木課
生活道路の整備 事業継続 事業継続 土木課

市道大洲松川線自転車道整備
事業

R8年度着手 Ｒ９完成予定 土木課

歩道の整備 事業継続 事業継続 土木課
通学路の整備 事業継続 事業継続 土木課

道路施設の長寿命化・耐震化 事業継続 事業継続 土木課

学校施設の機能強化、耐震化・
長寿命化

事業継続 事業継続
教育委員会
総務課

公共施設等総合管理計画の推
進

事業継続 事業継続 財政課

防災訓練の実施
各学校毎に防災訓練の実
施、消防団による出前講
座

事業継続 事業継続
地域防災対
策室・学校
教育課

津波避難道路の整備　 維持管理 事業継続 事業継続 土木課
避難誘導表示板の整備 維持管理 事業継続 事業継続 土木課

津波避難場所標識の設置 維持管理 事業継続 事業継続
地域防災対
策室

１－１　大規模地震に伴う、住宅・建物・不特定多数が集まる施設・交通施設等の複合的・大規模倒壊や火災によ
る死傷者の発生

住宅・建築物の耐震化等

宅地の耐震化

公営住宅等ストック総合改善事業の推進

空き家対策の推進

公園・広場等の安全対策

無電柱化の推進

落石・土砂流入防止施設の整備

防災拠点を結ぶ体系的な道路ネットワークの整備

交通ネットワークの整備

歩行者避難空間の確保

道路施設の長寿命化

学校施設の機能強化、耐震化・長寿命化

公共施設等総合管理計画の推進

防災教育の推進

１－２　大規模津波等による多数の死傷者の発生
津波避難道路の整備　

津波の一時避難場所標識の設置

住宅耐震化率

建築課

ブロック塀等改修事業
特定建築物耐
震化率

公営住宅等ストック総合改善事業
刈敷田団地給
排水設備改修
率

建築課
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事業等の名称 概要 指標の名称 現状値 目標値 実施主体

ハザードマップの作成
各種ハザードマップの作成
及び更新

事業継続 事業継続
地域防災対
策室

港湾施設の維持管理・防災体制
の強化

事業継続 事業継続 商工観光課

浸水対策事業
排水ポンプ車による排水
訓練

事業継続 事業継続 下水道課

雨水排水機場の耐震化・耐水化
相馬市公共下水道事業計
画書

事業継続 事業継続 下水道課

公共下水道施設の計画的な改
築・更新

下水道ストックマネジメント
計画　H28-R8
相馬市公共下水道事業計
画書

事業継続 事業継続 下水道課

湛水防除施設の整備等 維持管理 事業継続 事業継続 農林水産課

河川の改修の推進・維持管理の
強化等

宇多川・小泉川水系流域
治水プロジェクト
・二級河川地蔵川水系河
川整備計画（H31～）
・二級河川小泉川水系河
川整備計画（H30～）
・二級河川梅川水系河川
整備計画（H30～）

事業継続 事業継続
都市整備課
・県

浚渫作業 事業継続 事業継続 土木課

ため池の決壊等による被害の防
止

ため池ハザードマップの周
知
耐震性調査の実施
老朽・危険ため池の改修

事業継続 事業継続 農林水産課

農業水利施設の長寿命化・防災
減災

老朽化した水路等の更新 事業継続 事業継続 農林水産課

松ヶ房ダムの適切な維持管理 施設設備の補修工事 事業継続 事業継続 農林水産課

普通河川坂下川（当該河川流
域）の砂防指定地指定
河川内堆砂除去、適切な維持管
理

国県要望等 事業継続 事業継続 都市整備課

森林の整備防災及び治山施設
の整備

治山施設の整備及び荒廃
地・荒廃危険地等の復旧
整備を県に要望

事業継続 事業継続 農林水産課

ハザードマップの作成、活用の更新

港湾施設の維持管理・防災体制の強化

１－３　大規模津波等による多数の死傷者の発生
浸水対策事業

雨水排水機場の耐震化・耐水化

公共下水道施設の計画的な改築・更新

湛水防除施設の整備等

河川の改修の推進・維持管理の強化等

普通河川の土砂浚渫

ため池の決壊等による被害の防止

農業水利施設の長寿命化・防災減災

ダムの維持管理・老朽化対策

土砂災害防止対策の推進

１-４ 大規模な土砂災害（深層崩壊，天然ダムの損壊など）等による多数の死傷者の発生
森林の整備防災及び治山施設の整備
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事業等の名称 概要 指標の名称 現状値 目標値 実施主体

教育訓練の実施 事業継続 事業継続
地域防災対
策室

消防車両、消防資機材の更新 事業継続 事業継続
地域防災対
策室

自主防災組織の防災訓練に対
する助成制度の実施 事業継続 事業継続

地域防災対
策室

救急救命体制の整備 事業継続 事業継続
地域防災対
策室

国、県管理の主要幹線道路の整
備

国県要望等 事業継続 事業継続 都市整備課

工業用水道の強靱化

工業用水の管理者である
県、上水道共同管理者の
相馬地方広域水道企業団
に対し、設備の維持・修繕
及び施設の耐震化や強靱
化を働きかける

事業継続 事業継続 商工観光課

地区公民館の老朽化対策 改修または建替の検討 事業継続 事業継続 中央公民館

避難所の開設運営の体制整備 事前の体制整備 事業継続 事業継続 社会福祉課

感染症予防対策の推進 事業継続 事業継続
保健セン
ター

防災備蓄倉庫の適正な管理・運
営

事業継続 事業継続
地域防災対
策室

学校管理者と連携した円滑な避
難所の開設

開設体制の連携強化 事業継続 事業継続
教育委員会
総務課

避難行動要支援者の避難対策
及び福祉避難所の開設運営

事前の体制整備 事業継続 事業継続 社会福祉課

避難行動要支援者の把握
避難行動要支援者名簿の
更新

事業継続 事業継続 社会福祉課

断水時の給水活動体制の整備 事業継続 事業継続 財政課

農道・林道の整備 事業継続 事業継続 農林水産課

2-1　消防等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足
消防団の充実強化

自主防災組織の育成支援

救急救命体制の整備

2-2　医療・福祉施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶、エネルギー供給の途絶による医療・福
祉機能の麻痺

緊急輸送道路の防災・減災対策

相馬工業用水道の強靱化

２－３　劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理がもたらす、多数の被災者の健康・心理状態の悪化による死者
の発生
地区公民館の老朽化対策

避難所の開設運営

感染症予防対策の推進

防災備蓄倉庫の適正な管理・運営

学校管理者と連携した円滑な避難所の開設

避難行動要支援者の避難対策及び福祉避難所の開設運営

避難行動要支援者の把握

２－４　被災地での食料・飲料水・電力・燃料等の物資・エネルギー供給の停止
断水時の給水活動体制の整備

２－５　多数かつ長期にわたる孤立集落等の同時発生
農道・林道の整備
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事業等の名称 概要 指標の名称 現状値 目標値 実施主体

道路管理者間の連携体制の構
築

事業継続 事業継続 都市整備課

家畜伝染病対策の充実強化 事業継続 事業継続 農林水産課

福島県浄化槽整備事業 事業継続 事業継続 福島県
循環型社会形成推進事業 事業継続 事業継続 環境省

浄化槽設置整備事業（個人設置
型）

年間5基 年間5基 下水道課

防災拠点施設の機能確保
市役所本庁舎の定期点検
や保守管理

事業継続 事業継続 財政課

防災行政無線システムの適正な
管理・運用

事業継続 事業継続
地域防災対
策室

固定電話への通知システム導入
防災無線難聴地域対象に
導入

令和７年度
着手

事業継続
地域防災対
策室

緊急情報の伝達手段の多重化 事業継続 事業継続
地域防災対
策室

福島県総合防災情報ネットワー
クシステムの管理・運用

事業継続 事業継続
地域防災対
策室

地域防災計画の修正 定期的な改訂 事業継続 事業継続
地域防災対
策室

業務継続計画（BCP）の修正 事業継続 事業継続
地域防災対
策室

情報システム部門の業務継続計
画（ICT-BCP）の策定

Ｒ７事業着手 Ｒ１１策定済み情報政策課

職員防災訓練（図上訓練・避難
所開設体制の確認）等の実施

随時実施 随時実施
地域防災対
策室

被災家屋調査体制及び罹災証
明書発行体制の整備

事業継続 事業継続
地域防災対
策室

災害時応援体制の構築
他自治体・民間企業・団体
等のと災害時応援協定の
締結

事業継続 事業継続
地域防災対
策室

企業の事業継続力強化の支援

小規模事業者の事業継続
力強化計画策定に向けた
支援に関する計画を相馬
商工会議所と連携して策
定

事業継続 事業継続 商工観光課

道路管理者間の連携体制の構築

２－６　大規模な自然災害と感染症との同時発生による、災害対応機能の大幅な低下
家畜伝染病対策の充実強化

合併処理浄化槽への転換促進

３－１　市の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下
防災拠点施設の機能確保

防災行政無線システムの適正な管理・運用

緊急情報の伝達手段の多重化

福島県総合防災情報ネットワークシステムの管理・運用

地域防災計画の修正

業務継続計画（BCP）の修正

ICT環境の業務継続性の確保

職員の防災訓練(図上訓練・避難所開設体制の確認)等の実施

被災家屋調査体制及び罹災証明書発行体制の整備

災害時応援体制の構築

4-1　サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下、経済活動の停滞
企業の事業継続力強化の支援
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事業等の名称 概要 指標の名称 現状値 目標値 実施主体

水産関係施設の整備

津波・地震に対する耐性
機能の安定性を確保する
ため、必要な施設整備の
推進を漁港管理者である
県に要請

事業継続 事業継続 農林水産課

食料生産基盤の整備（ほ場区画
整理）

事業継続 事業継続 農林水産課

農業用水の渇水対策 事業継続 事業継続 農林水産課

耕作放棄地の発生防止と解消 事業継続 事業継続 農業委員会

有害鳥獣被害防止対策の充実
強化

事業継続 事業継続 農林水産課

農業・林業の担い手確保と育成 事業継続 事業継続 農林水産課

空間放射線量の監視体制の確
保、市民への情報提供

事業継続 事業継続
放射能対策
室

放射線教育の推進 事業継続 事業継続 学校教育課

保護者への迅速で確実な情報伝
達

事業継続 事業継続 学校教育課

Ｒ６年度 Ｒ１１年度
1,020件 1,245件

地域公共交通等の確保 事業継続 事業継続 企画政策課

災害ボランティア受入態勢の確
立

市社会福祉協議会との平
常時からの連絡・支援体
制の強化

事業継続 事業継続 企画政策課

水産関係施設の整備等

4-3　食料等の安定供給の停滞に伴う、経済活動への甚大な影響
食料生産基盤の整備（ほ場区画整理）

4-4　異常渇水等による用水の供給途絶に伴う、経済活動への甚大な影響
農業用水の渇水対策

4-5　　農地・森林や生態系等の被害に伴う国土の荒廃・多面的機能の低下
耕作放棄地の発生防止と解消

有害鳥獣被害防止対策の充実強化

農業・林業の担い手確保と育成

4-6　原子力発電所等からの放射性物質の放出及びそれに伴う被ばく
空間放射線量の監視体制の確保、市民への情報提供

放射線教育の推進

5-1　テレビ・ラジオ放送の中断やインターネット・ＳＮＳの障害等により、災害時に活用する情報サービスや通信イ
ンフラが機能停止し、情報の収集・伝達ができず、避難行動や救助・支援が遅れる事態
保護者への迅速で確実な情報伝達

5-2　電力供給ネットワーク(発変電所、送配電設備)の長期間・大規模にわたる機能の停止
再生可能エネルギーの導入拡大

5-5　陸上・海上の基幹交通インフラ及び地域交通ネットワークが分断する事態
地域公共交通等の確保

6-1　復興を支える人材等（専門家、コーディネーター、ボランティア、ＮＰＯ，企業、労働者、地域に精通した技術
者等）の不足により復旧・復興が大幅に遅れる事態
災害ボランティア受入態勢の確立

住宅用太陽光発電設備補助件
数(累計値)

企画政策課
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事業等の名称 概要 指標の名称 現状値 目標値 実施主体

災害廃棄物処理体制の強化
「相馬市災害廃棄物等の
処理等に関する協定」の
協力体制を確保する

事業継続 事業継続 生活環境課

防犯体制の充実
・防犯協会や防犯指導隊
が行う啓発活動を支援
・防犯カメラの設置支援

事業継続 事業継続
地域防災対
策室

風評被害等の防止に向けた適切
な情報発信・販売対策等

事業継続 事業継続 農林水産課

6-2　大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大幅に遅れる事態
災害廃棄物処理体制の強化

6-3　貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティの崩壊等による有形、無形の文化の衰退・損失
防犯体制の充実

6-4　風評被害等による地域経済等への甚大な影響
風評被害等の防止に向けた適切な情報発信・販売対策等
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